「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」が発足-その２
※この交渉情報は、単組のホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください(同じ見出しの本部情報でも同様の記事をお知らせしています。こちらは議事内容を掲載していますので、組合内部の活用に限定して下さい。)。
4月26日、「共済年金職域部分と退職給付に関する有識者会議」（以下「有識者会議」という）第１回会議が、総理官邸４階大会議室で開催された。有識者会議は、国家公務員の共済年金部分と退職給付の在り方について検討するために、岡田副総理の下に設置されたもの。労働組合関係では、菅家功連合副事務局長が参加している。第１回は、基本的な資料の説明と人事院調査の検証が行われた。会議概要は以下のとおり。
冒頭、岡田副総理は「４月13日に閣議決定し、同日国会提出された「被用者年金一元化法案」のなかで、一元化後の職域部分、いわゆる３階部分の取扱いについては平成24年中に検討を行い、別に法律で定めるとされていること、本年３月の人事院の「民間の企業年金及び退職金の調査」の結果では、約400万円の較差がありこれを埋める措置が必要であることから、有識者の皆様に専門的知見を交えた幅広い視点からご議論いただきたい」と挨拶した。
次に、園田政務官から委員の紹介の後、有識者会議の開催要綱を確認し、森田朗学習院大学法学部教授が座長に選出された。
続いて、人事院より、民間の企業年金及び退職金の調査結果・見解について説明があり、これを受けて以下の論点について質疑応答、自由討論が行われた。
◆人事院の調査結果・見解について
＜調査手法・結果全般について＞
・　種々の論点があるのは承知しているが、給与調査と同様の手法で調査が行われており、今回の調査手法は妥当。
・　５年に一度の比較が妥当か。
・　公務員と民間を単純に比較することが妥当か。
・　約400万円という較差も、どの役職段階で退職するかといった違いを反映した比較ができれば変わってくるかもしれない。
・ 企業規模1000人以上の民間企業の退職給付額は2761.3万円であり、官民較差は189.0万円、約400万円もの較差にはならない。
＜対象企業規模・産業について＞
・　公務員の従業員数等を考えると、調査対象の企業規模は、50人以上ではなく、たとえば1000人以上にするべき。
・　1000人以上といった企業規模を対象とした場合、国民の理解が得られるかという観点が必要。
・　サービス産業従事者は2600万人もいるにもかかわらず、サービス産業に含めている業種が少ないがどうなのか。
＜退職給付制度がない企業の扱いについて＞
・　国民感情という観点からは、民間の約2500万円という数字自体が高額。退職給付制度がない企業を含めていないからではないか。
・　退職給付制度がなくても実質的に給付をしている企業もあるはずであり、制度がない企業について０円として計算するのは非合理。
＜公務員の給与・退職給付制度との関係について＞
・　退職給付制度がある企業同士でも賃金体系に違いがある。退職金の水準だけを取り出して比較すること自体に違和感。給与体系も含めた全体像を検討すべき。
・　労働市場でどのような人材を採用したいかという観点が必要であり、優秀な若者が就職を希望する国家公務員の給与・退職給付体系を考えるべき。
・　退職金には、給与の後払いと慰労金的な２つの側面があるほか、退職後の生活保障的なものでもあるので、長期勤続を前提とする公務員制度としては、制度の安定性の観点からの検討も必要。
・　退職給付の引下げは公務員の労働条件の不利益変更にあたり、慎重な検討が必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・　公務員の身分保障や権力濫用抑制の観点も加味した制度設計をすべき。
◆その他
・　今回の議論が今とあまり変わらない見直しならば国民が納得するかどうか。かといって、ルサンチマン、ポピュリズムな議論にはしたくない。100か0かではなく、議論のあらゆる可能性は排除してはならない。しかし、国民が描く公務員像は千差万別であり、国民感情も考慮しなければならない。
・　公務員への批判は国民に対する説明が足りないために、理解が得られていないのかもしれない。
以上の通り、人事院調査について様々な角度から検討を行った結果、今回出された意見に十分留意しつつ、今後の議論については今回の人事院調査結果を前提として進めていくことに関して合意が得られた。
これらの意見のうち、岡田副総理は、①退職給付の官民較差約400万円については、「官民較差の約400万円をゼロにしなければいけないということを前提としているわけではない。合理的な理由があれば、違う選択もあるかもしれない。また、人事院からは経過措置についても言及されており、経過措置を置くべきなのか等についても議論いただきたい。そのプロセスの中で、職域年金の取扱いも検討していきたい」、②比較対象規模50人以上が不適切という指摘については、「これまで政治的に決断してきたことであるので、それは前提にしていただきたい」と述べた。
　最後に、次回会合を５月15日（火）17時を目途に行うよう事務局で調整することを確認し、閉会した。
なお、有識者会議では今後議論を重ね、まず退職手当について「中間的な議論の整理」を行い、その後「基本的な考え方」をとりまとめることとしている。
以上
